
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（人）
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　市内在住の60歳以上高齢者

530（人）

〃

前期目標値(単位)

27,073

72

　一般の委託したい内容と、一般事業所の「出来上がり」を
受託価格で競争しなければならない。

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握
　登録者の拡大を推進した。

　平成１８年度 　平成２１年度

　シルバー人材センター登録者数（人）

事務事業成果指標名

　平成１９年度

　広報にて、シルバー人材センターへの登録を呼びかけた。

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

392（人）

77

〃

　生きがいを求めるため、高齢者に働きたいという要望が多いが、職種によって高齢者同士の希望が重複するため、仕事待機者が多い。

　平成２０年度

380（人）385（人）

77

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

１－５事務事業の
内容

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

　平成２４年度

28,27627,394

2―2―2　高齢者福祉保健福祉
①節

高齢者福祉課 高齢者担当係長　高木　安司係健康福祉部

　社会参加・生きがいづくりの推進「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」 コード

　③基本施策

高齢者係

　④単位施策(中）

シルバー人材センター補助事業

評価票作成者

コード

　会員は６０歳代が少なく、７０歳代が主流である。

　全国的に若年高齢者の加入率が減少している。

　⑤単位施策(小）

　シルバー人材センター登録者の拡大し、健康で働く意欲と能力がある高齢者がその経験を生かし、働くことが出来るよう支援し
ていく。

社会福祉

　委託者は作業効果と経済的負担を計って依頼するため、効率の良い作業と安
価を望んでいる。
　仕事先からは確実で丁寧な仕事であると評判である。

　健康で、生きがいのある充実した老後を望んでいる。

　自宅の清掃等個人の時間がない部分を、依頼したいと考えるが、専門的作業
効果と経済的負担を計って依頼するため、需要がのびなやんでいる。

  高齢者の安全を考えると、受託作業に制限がある。

 2―2―2―1

　平成２６年度

630（人）

指標の説明

　平成２７年度　平成２３年度　平成２２年度

　６０歳以上の市民の社会参加、生きがい等の充実状況を表す。

後期目標値(単位)

　平成２５年度

a：シルバーの登録会員数(年度末)
b：当該年度交付補助金額　3.1.2.1.19
c：就労時間（8H×３日）24H×3,000円　＝ 72,000

26,996 26,595 31,136

77 74

27,854

77

363（人）

27,322 28,20438,471

438（人）

72

1人当たり　　69 1人当たり　　65 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

31,213 38,548

358（人） 397（人）

27,928

1人当たり　69 １人当たり　73 １人当たり　81 １人当たり　　101 １人当たり    78 当たり

コード 2―2―2―1―4　就労機会の拡大

市民ニーズの認識

　高齢者が経験を生かし、また就労のための資格を取得し健康で働くことが出来るように、活動費・事務費等の補助事業を適切に遂行できるように事務事業を行なっている。

当たり

26,672

　高齢者に働きたいという要望が多いが、事業先との意向が異なるため、仕事待機者が多い。

　高齢者に働きたいという要望が多いが、高齢者同士の希望が重複するため、仕事待機者が多い。



後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）

　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）
Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

  シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

４－１総合評価の
結果

  シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

Ｂ

  シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

Ｂ

Ｂ

指標対応実
績（単位)

392 363 385

　未就労の会員を減らすために、ワークシェアリングを取り
いれる。

　新規事業の立ち上げを検討し、就労先の拡大を図る。また、シルバー人材センター経営改善にも力を入れていく。

Ｂ 　シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

  シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

  シルバーの事業のあり方にも工夫が求められており、会員加入率の減少傾向についても具体的な対策を指導すること。

　シルバー人材センターに対して、若年高齢者の入会を促すような事業の推進に努めるよう指導すること。

61.1

Ｂ

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

62.2

Ｂ

　会員の能力開発をはかる。

　　　　　　〃

　会員のために就労先を開拓する。

69.5

　平成２４年度

63.0

結果

Ｂ

　独立した団体として自立しているため、助言等はできなかった。

　独立団体であるが担当者と業務内容等の助言・連携が必要である。

　独立した団体として自立しているが、助言・連携が必要である。

審査会による改善方向の指示

　平成２３年度

397 438

56.860.3

　平成２１年度 　平成２２年度

380 358

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ｂ Ｂ

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

Ｂ

57.6

３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２５年度　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２６年度

　高齢者が、自主的に登録したくなるような魅力のある職種
の追加を促す。

次年度に向けて改善する取組み

Ｂ

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　シルバー人材センター担当者との業務内容等の確認が必要。

Ｂ ＢＢ

３－２評価の内容

〃

　シルバー人材センター就労業務の見直し。
今後の環境変化を踏まえた課題認識

〃

　農業事業、高齢者支援隊事業と新規事業に挑戦してきたが、高齢者自体の希望が施設管理に集中しており、事業拡大に苦慮している。また、派遣法との関係から、参入できる業種が限られている。

　公益社団法人資格を取るなど、組織自体も事業拡大に尽力しているが、経済状況の低迷下民間受注の比率の上昇に苦慮している。その中、会員数の増加が図れた。

　平成２７年度

　平成２７年度　平成２５年度 　平成２６年度


